
第
１
８
５
回
拡
大
中
央
委
員
会
が
１

月
24
日
開
催
さ
れ
「
当
面
の
闘
争
方
針
」

が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

２
０
１
５
年
春
闘
に
お
け
る
賃
金
要

求
額
の
設
定
に
あ
た
っ
て
、
JR
各
社
の

経
営
状
況
や
賃
金
体
系
の
違
い
、
春
闘

相
場
、
生
活
実
態
調
査
結
果
、
JR
労
働

者
の
共
感
を
得
ら
れ
る
整
合
性
、
産
別

の
要
求
実
態
等
を
視
野
に
置
き
な
が
ら
、

消
費
不
況
の
日
本
経
済
の
回
復
の
た
め

に
も
、
定
期
昇
給
の
完
全
実
施
は
も
と

よ
り
、
物
価
上
昇
分
や
生
活
改
善
分
を

考
慮
し
て
１
５
０
０
０
円
の
ベ
ー
ス
ア
ッ

プ
を
統
一
要
求
と
し
ま
し
た
。

統
一
重
点
要
求
８
項
目

定
期
昇
給
の
完
全
実
施
と
２
０
１
５

年
４
月
１
日
時
点
に
お
け
る
基
本
給
に

１
５
０
０
０
円
（
物
価
上
昇
分
・
生
活

改
善
分
）
の
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
、
契
約
社

員
も
１
５
０
０
０
円
の
基
本
給
引
き
上

げ
を
求
め
る
。
ア
ル
バ
イ
ト
社
員
は
、

時
給
の
50
円
増
額
、
最
低
時
間
給
１
２

０
０
円
、
最
低
日
給
１
万
円
と
す
る
。

そ
の
ほ
か
、
８
項
目
の
重
点
要
求
に

な
っ
て
い
ま
す
。

JR
各
社
２
月
12
日
（
木
）

一
斉
申
し
入
れ

賃
金
引
上
げ
要
求
は
、
２
月
12

日

（
木
）
に
労
働
条
件
改
善
要
求
と
と
も

に
JR
各
社
に
一
斉
に
申
し
入
れ
ま
す
。

回
答
指
定
日
は
３
月
18
日
（
水
）
と

す
る
。

要
求
実
現
に
向
け
て
、
団
体
交
渉
を

中
心
に
、
職
場
・
地
域
で
の
闘
い
に
全

力
を
あ
げ
る
。
な
お
全
職
場
で
ス
ト
ラ

イ
キ
態
勢
を
確
立
す
る
こ
と
。

地
方
本
部

具
体
的
な
取
り
組
み

地
方
本
部
で
は
、
２
月
28
日
に
拡
大

地
方
委
員
会
を
開
催
し
春
闘
の
具
体
的

な
取
り
組
み
に
つ
い
て
意
思
統
一
を
図

り
ま
す
。

春
闘
総
決
起
集
会
に
つ
い
て
は
、
昨

年
、
県
支
部
と
共
催
で
取
り
組
み
ま
し

た
が
、
今
年
も
共
催
で
取
り
組
み
ま
す
。

３
月
に
春
闘
行
動
の
具
体
的
な
取
り

組
み
が
企
画
さ
れ
ま
す
。

春
闘
行
動
で
、
最
重
要
課
題
で
あ
る

組
織
拡
大
に
つ
い
て
も
新
採
対
策
を
含

め
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

餅
つ
き
＆
豆
ま
き
大
会

毎
年
恒
例
の
自
治
会
の
行
事
で
「
餅

つ
き
＆
豆
ま
き
大
会
」
が
、
１
月
24
日

に
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

近
く
の
小
学
校
の
体
育
館
で
行
わ
れ

１
６
２
名
が
参
加
し
ま
し
た
。
今
年
で

３
回
目
、
豆
ま
き
大
会
で
は
登
場
し
鬼

に
、
子
ど
も
達
が
「
玉
入
れ
の
玉
」
を

ぶ
つ
け
る
企
画
で
盛
り
上
が
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、
「
餅
つ
き
」
ス
タ
ー
ト
。

臼
は
３
基
、
大
勢
の
方
が
参
加
を
し
ま

し
た
。
子
ど
も
達
の
体
験
餅
つ
き
も
あ

り
ま
し
た
。

最
近
は
、
餅
つ
き
を
行
う
機
会
が
少

な
く
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

来
年
も
開
催
し
自
治
会
行
事
と
し
て

続
け
い
き
た
い
で
す
ね
。
地
域
・
児
童

の
保
護
者
・
学
校
と
の
結
び
つ
き
を
行

事
な
ど
、
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
に
よ
っ

て
深
め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
し
た
。
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国
鉄
新
潟総務省が１２月２６日発表した１１月の労

働力調査によると、完全失業率は３．５％で

完全失業数は２１９万人で前年同月に比べ３

０万人減少している。雇用形態では正規職員・

従業員数は３２８１万人と前年同月に比べ２

９万人減少したが、非正規の職員・従業員数

は２０１２万人と前年同月に比べ４８万人増

加しており非正規雇用が正規雇用に置き換わっ

ていることがうかがえる。

非正規雇用労働者は、１９９３年までの間

に増加し、以降現在まで右肩上がりの増加を

続け、２０１３年平均で役員を除く雇用者全

体の３６．７％に達している。

ワーキングプア（働く貧困層）と呼ばれる

年収２００万円以下の労働者数は、２０１３

年に史上最多の約１１２０万人となり、前年

と比べて３０万人も増加した。また、生活保

護世帯の増加も過去最多記録を更新している。
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